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住宅のトップランナー制度(TR)について
• ⼤⼿住宅事業者は省エネ基準より⾼いレベルの断熱・省エネを求める制度
• 2027年にZEH⽔準の断熱等級５・⼀次エネ等級６（BEI≦0.8）が⽬標
• 2022年度の実績において、⼤⼿住宅事業者はすでに多くの住⼾でZEH⽔準を達成済

• 断熱等級５の達成率 建売⼾建56.7% 注⽂⼾建79.6% 賃貸アパート78.1%
• BEI≦0.8の達成率 建売⼾建72.7% 注⽂⼾建76% 賃貸アパート55.4%

• 太陽光発電についても「2030年に新築⼾建６割」の国の⽬標達成⽅法が審議中
• 設置が合理的な住宅において、建売⼾建37.5% 注⽂⼾建87.5% が2027年の⽬標に？
• ただし賃貸アパートや分譲マンションは⽬標設定なし？

ZEH（ZEH⽔準の断熱・省エネ＋太陽光原則あり）の普及率
• ハウスメーカーで標準化が進む⼀⽅で⼯務店では停滞（特に建売）
GX志向型住宅について
• 環境省が断熱等級６・BEI≦0.65・太陽光発電必須のGX住宅に160万円の補助
• 補助とローン減税で⾼断熱化や太陽光発電に伴うコスト負担が軽くなることが期待される
条例改正案についての意⾒
• TR制度の先⾏もあり、2028年度にZEH⽔準の適合義務化は⼗分に可能 全国にもインパクト⼤
• 国の補助⾦や税制優遇により、省エネ基準の等級４から等級５のかかり増しは⼗分に⽳埋め可能
• 併せて⻑野県にふさわしい断熱として、GXの条件である等級６の普及計画も⽰すことが重要
• 延床⾯積300㎡未満の建物についても太陽光の普及⽬標は必要（特に賃貸アパートなど）



２・３・４地域では断熱等級４と等級５で⼤差なし
等級４

５地域では差が⼤きい

２・３・４地域では断熱等級５と等級６で差が⼤きい ５地域では差が⼩さい

⼤⼿ビルダー
県内⼯務店で
省エネ基準以下の
⽐率が⾼い

寒冷な⻑野では
等級５の早期義務化とともに
等級６の普及策も重要



3https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001746058.pdf

⼤⼿住宅事業者には
省エネ基準より
⾼いレベルの
断熱・省エネが
求められている
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https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001840135.pdf

⼤⼿住宅事業者は
⼾建について
ZEH⽔準の
断熱等級５
BEI≦0.8ともに
太陽光設置率が
2027年⽬標で
議論されている

賃貸アパートや
分譲マンションは
全く⽬標なし



5https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001746058.pdf

⼤⼿住宅事業者は
2022年の時点ですでに
断熱等級５に適合した
住⼾の⽐率が⼤きい



6https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001746058.pdf

建売⼾建で
ZEH⽔準の
BEI≦0.8に
適合した住宅は
すでに72.7%



7https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001746058.pdf

注⽂⼾建で
ZEH⽔準の
BEI≦0.8に
適合した住宅は
すでに76%



8https://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/content/001746058.pdf

賃貸アパートで
ZEH⽔準の
BEI≦0.8に
適合した住宅は
55.4%



9https://zehweb.jp/assets/doc/ZEH_conference_2024.pdf

太陽光が原則ありのZEH率
2023年実績で
ハウスメーカー 73.2%に対し
⼯務店は14.1%と停滞が続く



10https://zehweb.jp/assets/doc/ZEH_conference_2024.pdf

注⽂⼾建てについては
2023年度に
⼯務店も23.5%まで増加



11https://zehweb.jp/assets/doc/ZEH_conference_2024.pdf

建売⼾建については
ハウスメーカーは９割超
（PPA活⽤など？）
⼯務店は3.7%と停滞が顕著



12https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001855018.pdf

GX志向型住宅
断熱等級６
BEI≦0.65
太陽光発電が必須

⻑期優良・ZEH⽔準
断熱等級５
BEI≦0.8
太陽光発電は不要



13https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001714809.pdf

等級４ BEI≦1.0

等級５ BEI≦0.8

等級５ BEI≦0.8

差額500万円の控除
500×0.7%×13年
≒46万円


